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  貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表    （平成30年２月28日現在） (単位 千円)  科 目科 目科 目科 目    金 額金 額金 額金 額    科 目科 目科 目科 目    金 額金 額金 額金 額    資 産 の 部資 産 の 部資 産 の 部資 産 の 部    負 債 の 部負 債 の 部負 債 の 部負 債 の 部     流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産    現 金 及 び 預 金 売 掛 金 商 品 貯 蔵 品 前 払 費 用 繰 延 税 金 資 産 未 収 入 金 未 収 収 益 そ の 他 貸 倒 引 当 金  固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産    有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産    建 物 構 築 物 機 械 及 び 装 置 車 両 運 搬 具 工 具 、 器 具 及 び 備 品 土 地 リ ー ス 資 産 建 設 仮 勘 定 無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産    借 地 権 ソ フ ト ウ エ ア そ の 他 投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産    投 資 有 価 証 券 関 係 会 社 株 式 出 資 金 長 期 貸 付 金 長 期 前 払 費 用 繰 延 税 金 資 産 敷 金 差 入 保 証 金 そ の 他   

 9,374,1439,374,1439,374,1439,374,143    4,552,309 936,867 2,122,724 24,305 127,066 174,388 318,695 538,933 578,978 △125  29,292,59829,292,59829,292,59829,292,598    20,419,60720,419,60720,419,60720,419,607    8,444,665 531,568 551,500 4,593 945,610 9,319,104 60,438 562,125 887,873887,873887,873887,873    556,878 308,770 22,224 7,985,1177,985,1177,985,1177,985,117    2,144,814 1,224,033 3,106 36,161 297,508 1,025,553 1,455,485 841,038 957,416   

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債    11,559,90311,559,90311,559,90311,559,903    支 払 手 形 11,772 買 掛 金 5,480,872 短 期 借 入 金 650,000 １年内返済予定の長期借 入 金 1,723,523 リ ー ス 債 務 24,714 未 払 金 861,035 未 払 消 費 税 等 145,878 未 払 法 人 税 等 441,991 未 払 費 用 451,665 預 り 金 174,408 賞 与 引 当 金 247,981 ポ イ ン ト 引 当 金 106,445 設 備 関 係 支 払 手 形 390,407 そ の 他 849,208 固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債    4,891,9304,891,9304,891,9304,891,930    長 期 借 入 金 2,861,080 リ ー ス 債 務 39,985 資 産 除 去 債 務 1,325,461 長 期 預 り 敷 金 610,696 長 期 預 り 保 証 金 54,705 負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計    16,451,83316,451,83316,451,83316,451,833    純 資 産 の純 資 産 の純 資 産 の純 資 産 の 部部部部    株 主 資 本株 主 資 本株 主 資 本株 主 資 本    21,877,41521,877,41521,877,41521,877,415    資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金    1,000,0001,000,0001,000,0001,000,000    資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金    16,186,17616,186,17616,186,17616,186,176    そ の 他 資 本 剰 余 金 16,186,176 利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金    4,691,2384,691,2384,691,2384,691,238    利 益 準 備 金 そ の 他 利 益 剰 余 金 99,069 4,592,169 繰 越 利 益 剰 余 金 4,592,169 評価・換算差額等評価・換算差額等評価・換算差額等評価・換算差額等    337,493337,493337,493337,493    その他有価証券評価差額金 337,493 純 資 産 合 計純 資 産 合 計純 資 産 合 計純 資 産 合 計    22,214,90822,214,90822,214,90822,214,908    資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計    38,666,74238,666,74238,666,74238,666,742    負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計    38,666,74238,666,74238,666,74238,666,742    
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 損 益 計 算 書損 益 計 算 書損 益 計 算 書損 益 計 算 書 
( 

自平成29年３月1日 至平成30年２月28日 ) (単位 千円)  科 目科 目科 目科 目    金 額金 額金 額金 額    売 上 高売 上 高売 上 高売 上 高        90,015,63190,015,63190,015,63190,015,631    売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価        68,692,34468,692,34468,692,34468,692,344    売 上 総 利 益売 上 総 利 益売 上 総 利 益売 上 総 利 益        21,323,28721,323,28721,323,28721,323,287    営 業 収 入営 業 収 入営 業 収 入営 業 収 入        1,802,5371,802,5371,802,5371,802,537    営 業 総 利 益営 業 総 利 益営 業 総 利 益営 業 総 利 益        23,125,82523,125,82523,125,82523,125,825    販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費        20,381,70120,381,70120,381,70120,381,701    営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益        2,744,1232,744,1232,744,1232,744,123    営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益      受 取 利 息 及 び 配 当 金 245,034  そ の 他 の 営 業 外 収 益 254,747 499,781 営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用      支 払 利 息 42,695  そ の 他 の 営 業 外 費 用 46,451 89,146 経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益        3,154,7583,154,7583,154,7583,154,758    特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益      固 定 資 産 売 却 益 投 資 有 価 証 券 売 却 益 7 59  66 特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失      固 定 資 産 売 却 損 46  固 定 資 産 除 却 損 52,376  減 損 損 失 投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,176,644 13  1,229,081 税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益        1,925,7431,925,7431,925,7431,925,743    法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 897,998  法 人 税 等 調 整 額 △316,173 581,824 当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益        1,343,9181,343,9181,343,9181,343,918    
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 株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書 
( 

自平成29年３月1日 至平成30年２月28日 ) (単位 千円)   株主資本 資本金 資本剰余金 利益剰余金 その他 資本剰余金 資本剰余金 合計 利益準備金 その他 利益剰余金 利益剰余金 合計 繰越利益 剰余金 平成29年３月1日残高  1,000,000 16,186,176 16,186,176 54,909 3,734,011 3,788,920 事業年度中の変動額       剰余金の配当    44,160 △485,760 △441,600 当期純利益     1,343,918 1,343,918 株主資本以外の項目の事業  年度中の変動額（純額）        事業年度中の変動額合計  ― ― ― 44,160 858,158 902,318 平成30年２月28日残高  1,000,000 16,186,176 16,186,176 99,069 4,592,169 4,691,238     株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 株主資本合計 その他有価証券 評価差額金 評価・換算 差額等合計 平成29年３月1日残高  20,975,096 390,943 390,943 21,366,040 事業年度中の変動額     剰余金の配当 △441,600   △441,600 当期純利益 1,343,918   1,343,918 株主資本以外の項目の事業  年度中の変動額（純額）   △53,450 △53,450 △53,450 事業年度中の変動額合計  902,318 △53,450 △53,450 848,867 平成30年２月28日残高  21,877,415 337,493 337,493 22,214,908 
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個別注記表個別注記表個別注記表個別注記表     重要な会計方針に係る事項に関する注記重要な会計方針に係る事項に関する注記重要な会計方針に係る事項に関する注記重要な会計方針に係る事項に関する注記    1. 資産の評価基準及び評価方法 ⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 ①子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 ②その他有価証券 時価のあるもの          決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 時価のないもの          移動平均法による原価法  ⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 ①商品（生鮮食料品を除く）     売価還元法による原価法 （貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法） ②商品（生鮮食料品）・貯蔵品    最終仕入原価法による原価法 （貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法）  2. 固定資産の減価償却方法 ⑴ 有形固定資産（リース資産を除く） 車両運搬具          定率法 その他のもの         定額法 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 建物    34 年 構築物 10 年～ 30 年 機械及び装置 9 年～ 12 年 車両運搬具 4 年～ 6 年 工具、器具及び備品 5 年～ 10 年 また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産につい ては、３年間で均等償却する方法を採用しております。 ⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 自社利用のソフトウエアについては、社内における利 用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 ⑶ リース資産            リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  3. 引当金の計上基準 ⑴ 貸倒引当金            主として、金銭債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 ⑵ 賞与引当金            従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しております。 ⑶ ポイント引当金          顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。  4. 消費税等の会計処理方法       消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。      
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(追加情報) (繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。            貸借対照表に関する注記貸借対照表に関する注記貸借対照表に関する注記貸借対照表に関する注記    1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  2. 担保に供している資産及び担保に係る債務 ⑴ 担保に供している資産 建物 4,377,094千円 土地 7,674,117千円 投資有価証券 680,426千円 計 12,731,637千円 ⑵ 担保に係る債務 買掛金 1,804千円 短期借入金 450,000千円 １年内返済予定の長期借入金 1,623,523千円 長期借入金 2,731,080千円 計 4,806,407千円  3. 資産から直接控除した貸倒引当金 長期貸付金 9,450千円 敷金 41,000千円 差入保証金 1,371,413千円 計 1,421,863千円  4. 有形固定資産の減価償却累計額 19,955,696千円  5. 有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額 建物 49,709千円 機械及び装置 48,778千円 工具、器具及び備品 27,922千円   計 126,410千円  6. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 短期金銭債権 1,068,994千円 長期金銭債権 18,600千円 短期金銭債務 718,614千円 （注）長期金銭債権から直接控除した貸倒引当金は、1,412,413千円であります。  7. 保証債務   他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。    株式会社中央フード 468,680千円 
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損益計算書に関する注記損益計算書に関する注記損益計算書に関する注記損益計算書に関する注記    1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  2. 減損損失に関する注記 当事業年度において、当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。  用途 場所 種類 店舗 山口県、広島県、福岡県 土地、建物他 共用資産 山口県 建物 賃貸資産 山口県 土地 遊休資産 山口県 土地  当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗、工場を基本単位として、また賃貸資産及び遊休資産については物件単位毎にグルーピングしております。 その結果、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗及び帳簿価格に対して著しく時価が下落している店舗について、減損処理の要否を検討し、減損対象となった資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,176,644千円を特別損失に計上しております。  区分 土地 （千円） 建物 （千円） その他 （千円） 店舗 124,336 773,178 223,089 共用資産  21,022  賃貸資産 16,696   遊休資産 18,321    なお、回収可能価額が使用価値の場合は、将来キャッシュ・フローを4.535％の割引率で割り引いて計算しております。回収可能額が、正味売却価額の場合には、不動産鑑定評価額、固定資産税評価額等に基づき算定しております。  3. 関係会社との取引高 営業収益 4,053,871千円 営業費用 5,817,517千円 営業取引以外の取引高 234,972千円   株主資本等変動計算書に関する注記株主資本等変動計算書に関する注記株主資本等変動計算書に関する注記株主資本等変動計算書に関する注記    1. 発行済株式に関する事項  株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末 普通株式(株) 20,000 ― ― 20,000   2. 自己株式に関する事項    該当事項はありません。  3. 配当に関する事項 ⑴ 配当金支払額 決議 株式の種類 配当金の総額 （千円） １株当たり 配当額(円) 基準日 効力発生日 平成29年５月22日 定時株主総会 普通株式 184,000 9,200.00 平成29年２月28日 平成29年５月23日 平成29年10月9日 取締役会 普通株式 257,600 12,880.00 平成29年8月31日 平成29年11月6日  ⑵ 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 （千円） １株当たり 配当額(円) 基準日 効力発生日 平成30年５月21日 定時株主総会 普通株式 利益剰余金 211,484 10,574.20 平成30年２月28日 平成30年５月22日   
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金融商品に関する注記金融商品に関する注記金融商品に関する注記金融商品に関する注記    1. 金融商品の状況に対する事項 ⑴ 金融商品に対する取組方針 当社は、店舗の開設のための設備投資計画に基づき、必要な資金を銀行借入により調達して おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 ⑵ 金融商品の内容及びそのリスク ①資産 現金及び預金のうち、預金はすべて円建てであり、ほとんどが要求払預金であります。 売掛金は、すべて３ヶ月以内の回収期日であり、顧客の信用リスクに晒されております。 投資有価証券は、主に取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 差入保証金は、主に店舗の土地又は建物を賃借するためのものであり、差入先の信用リスクに晒されております。 ②負債 支払手形及び買掛金は、すべて３ヶ月以内の支払期日であります。 短期借入金は、主に短期の運転資金に必要な資金の調達を目的としたものであり、変動金利 であるため、金利の変動リスクに晒されております。 未払金、未払消費税等、未払法人税等及び未払費用は、すべて３ヶ月以内の支払期日であります。 設備関係支払手形は、店舗の設備投資の支払いを目的としたものであり、概ね４カ月以内の支払期日であります。 長期借入金及びファイナンス・リース取引にかかるリース債務は、主に店舗の設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済期日は概ね5年以内であります。借入の一部は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。 ⑶ 金融商品に係るリスク管理体制 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 当社は、営業債権、差入保証金について、財務経理部で取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されており、財務経理部において四半 期毎に時価や発行体の財務状況を把握することにより市場価格の変動リスクの軽減を図っております。 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理営業債務、借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、財務経理部が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項 平成30年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。   貸借対照表 計上額（千円） 時価 （千円） 差額 （千円） ⑴  現金及び預金 4,552,309 4,552,309 ― ⑵  売掛金 936,867 936,867 ― ⑶  投資有価証券    その他有価証券 1,920,503 1,920,503 ― ⑷  差入保証金（※） 772,878 750,206 △22,672 資産計 8,182,559 8,159,886 △22,672 ⑴  支払手形 11,772 11,772 ― ⑵  買掛金 5,480,872 5,480,872 ― ⑶  短期借入金 650,000 650,000 ― ⑷  未払金 861,035 861,035 ― ⑸  未払消費税等 145,878 145,878 ― ⑹  未払法人税等 441,991 441,991 ― ⑺  未払費用 451,665 451,665 ― ⑻  設備関係支払手形 390,407 390,407 ― ⑼  長期借入金（１年内返済予定のものを含む） 4,584,603 4,588,132 3,529 ⑽  リース債務（１年内返済予定のものを含む） 64,699 64,165 △534 負債計 13,082,924 13,085,919 2,994 デリバティブ取引 ― ― ―  （※）保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項 （資産） ⑴ 現金及び預金 預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 ⑵ 売掛金 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 ⑶ 投資有価証券 市場性のある株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 ⑷ 差入保証金 差入保証金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回りなど適切な指標により割り引いた現在価値により算定しております。  （負債） ⑴ 支払手形、⑵ 買掛金、⑶ 短期借入金、⑷ 未払金、⑸ 未払消費税等、⑹ 未払法人税等、⑺ 未払費用及び⑻ 設備関係支払手形 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 ⑼ 長期借入金（１年内返済予定のものを含む）及び⑽ リース債務（１年内返済予定のものを含む） これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。  （デリバティブ取引）  該当事項はありません。  
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品   区分 貸借対照表 計上額（千円） 非上場株式 224,310 取引等契約保証金 49,559 関係会社差入保証金 18,600  非上場株式及び関連会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極 めて困難と認められるため、「資産⑶ 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 また一部の取引等契約保証金については、時価を把握することが極めて困難 と認められるため、「資産⑷ 差入保証金」には含めておりません。  ３．金銭債権の決算日後の償還予定額  区分 １年以内  （千円） １年超 ５年以内 （千円） ５年超 10年以内 （千円） 10年超  （千円） 現金及び預金 4,552,309 ― ― ― 投資有価証券（債券） 10,045   10,310 40,310 ― 差 入 保 証 金 64,085 240,384 248,070 220,338    ４．金銭債務の決算日後の返済予定額  区分 １年以内  （千円） １年超 ２年以内 （千円） ２年超 ３年以内 （千円） ３年超 ４年以内 （千円） ４年超 ５年以内 （千円） ５年超 （千円） リース債務 24,714 16,253 11,338 7,827 4,566 ― 長期借入金 1,723,523 1,283,625 950,802 535,024 91,629 ―   賃貸等不動産に関する注記賃貸等不動産に関する注記賃貸等不動産に関する注記賃貸等不動産に関する注記    賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項 １ 賃貸等不動産の概要 当社は、山口県、広島県及び福岡県において、賃貸用の店舗及び土地を有しております。  ２ 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法  貸借対照表計上額（千円） 決算日における時価 （千円） 当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業計年度末残高 5,199,910 △464,595 4,735,314 2,584,977 （注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 ２．主な変動 増加は、建物の増加及び不動産の取得15,794千円、減少は減価償却費及び減損損失額229,281千円であります。 ３．時価の算定方法 主として不動産鑑定基準に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整 を行ったものを含む。）であります。  ３ 賃貸等不動産に関する損益 当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、309,528千円（賃貸収益は営業収入に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。     
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税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記    1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （繰延税金資産） 繰延税金資産（流動） 貸倒引当金 38千円 賞与引当金 76,130 未払社会保険料 8,952 未払年金拠出金 1,114 ポイント引当金 32,678 未払事業税 52,442 未払事業所税 1,610 共済会剰余金 1,419 繰延税金資産（流動）小計 174,388 繰延税金資産（固定）  貸倒引当金 433,668 関係会社株式評価損 3,993 投資有価証券評価損 171,696 減損損失 820,286 事業用借地権 107,829 減価償却費 188,621 資産除去債務 407,864 小計 2,133,959 評価性引当額 △894,535 繰延税金負債（固定）との相殺 △213,871 繰延税金資産（固定）小計 1,025,553 繰延税金資産合計 1,199,941 （繰延税金負債） 繰延税金負債（固定） 資産除去債務に対する除去費用 △98,515 その他有価証券評価差額金 △115,356 繰延税金資産（固定）との相殺 213,871 繰延税金負債（固定）小計 ― 繰延税金負債合計 ―  繰延税金資産の純額 1,199,941  2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内   訳 法定実効税率 30.7％ (調整)  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.4 住民税の均等割額 2.9 過年度法人税額等 △0.1 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.1 評価性引当額の増減 0.0 その他 △0.1 税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.2  
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リースにより使用する固定資産に関する注記リースにより使用する固定資産に関する注記リースにより使用する固定資産に関する注記リースにより使用する固定資産に関する注記    ファイナンス・リース取引（借主側） 所有権移転外ファイナンス・リース取引 ⑴ リース資産の内容 有形固定資産 主にスーパーマーケット事業における店舗設備であります。 ⑵ リース資産の減価償却の方法 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。   関連当事者との取引に関する注記関連当事者との取引に関する注記関連当事者との取引に関する注記関連当事者との取引に関する注記    親会社、子会社及び関連会社等 （単位 千円）  種類 会社等 の名称 議決権等の  所有（被所有）割合  関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 （注１） 科目 期末残高 （注１） 子会社 ㈱四季彩 所有 直接100.0％ 役員の兼任 商品の購入（注２） 5,443,741 買掛金 470,875 受取配当金 188,762 ― ― 子会社 ㈱中央フード 所有 直接100.0％ 役員の兼任 資金の貸付 500,000 短期貸付金 500,000 貸付金の回収 300,000 受取利息 1,850 子会社 丸久不動産開発㈱ 所有 直接94.8％ 役員の兼任  ― 差入保証金 差入敷金 （注３） 18,600 －   取引条件及び取引条件の決定方針等 （注１）上記の取引金額には消費税等を含めておりませんが、期末残高には消費税等を含めております。 （注２）取引条件の決定については、一般取引条件を参考に相互協議の上、決定しております。  （注３）直接控除した貸倒引当金は差入保証金については1,371,413千円、差入敷金については41,000千円あります。  １株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記    1. １株当たり純資産額 1,110,745円42銭 2. １株当たり当期純利益 67,195円92銭   重要な後発事象に関する注記重要な後発事象に関する注記重要な後発事象に関する注記重要な後発事象に関する注記    該当事項はありません。 


